（年次有給休暇）
第22条 　入社日から６か月間継続勤務し、所定労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、１０日の年次有給休暇を与える。その後１年間継続勤務するごとに、当該１年間において所定労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、下の表のとおり勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	勤続期間
	6か月
	１年　　　　6か月
	2年　　6か月
	3年
6か月
	4年
6か月
	5年　　6か月
	6年　　　　　6か月以上

	付与日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


（パートタイマー分はパートタイマー就業規則に記載のため一旦削除）
	
	
	

	
	
	
	

	

	

	

	

	



	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　前項の年次有給休暇は、労働者があらかじめ請求する時季に取得させる。年次有給休暇を請求する労働者は、取得予定日の5日前までに会社に所定の様式で届け出なければならない。また、続けて5日を超える有給休暇を請求する場合は、1か月前までに会社に届け出ることとする。ただし、労働者が請求した時季に年次有給休暇を取得させることが事業の正常な運営を妨げる場合は、他の時季に取得させることがある。
３　緊急その他やむを得ない事由により事前に届け出ることが出来ない場合は、事後速やかに承認を得なければならない。この場合、労働者は会社からその理由を証明するものの提出を求められたときは、直ちに応じなければならない。
４　年次有給休暇の取得は、労働者の申請により、1日単位もしくは半日単位で取得することができる。
５　前項の規定にかかわらず、労働者代表との書面による協定により、各労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して取得させることがある。
６　第１項の年次有給休暇が10日以上与えられた労働者に対しては、第３項および第４項の規定にかかわらず、付与日から１年以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、労働者が第２項、第３項又は第５項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除するものとする。
８　第１項の出勤率の算定に当たっては、以下の通り取り扱う
（１）次の各号の期間については出勤したものとして取り扱う。
①　年次有給休暇を取得した期間
②　産前産後の休業期間
③　育児・介護休業法に基づく育児休業及び介護休業した期間
④　業務上の負傷又は疾病により療養のために休業した期間
　（２）次の各号に掲げる期間であって労働しなかった日は、所定労働日に含めない。
　　①　第○条（特別休暇）の期間
　　②　第○条（裁判員休暇）の期間
　　③　第○条（会社都合による休業）の期間
　　④　第○条（母性健康管理のための休暇等）の期間
　　⑤　第○条（子の看護休暇及び介護休暇）の期間
　　⑥　第○条（休職期間）の期間
　　⑦　前各号に掲げるほか、不可抗力による休業の期間
９　付与日から１年以内に取得しなかった年次有給休暇は、付与日から２年以内に限り繰り越して取得することができる。
１０　前項について、繰り越された年次有給休暇とその後付与された年次有給休暇のいずれも取得できる場合には、繰り越された年次有給休暇から取得させる。（まれに、「新しく付与された有給休暇から取得」という規定がありますが、有給休暇が取得できる環境に無い場合は、労働者からの不満も出やすく、会社が意図しない休みの取り方をされる可能性も高くなるかと考えます）
１１　会社は、毎月の賃金計算締切日における年次有給休暇の残日数を、当該賃金の支払明細書に記載して各労働者に通知する。
１２　年次有給休暇の日については、通常の賃金を支払うものとし、その日は通常の出勤をしたものとして取り扱う。
　※日給者・時給者については、毎日の所定労働時間が変わらない場合は、「所定労働時間」分で良いかと考えますが、シフト制で労働時間が出勤日によって変動する場合は、「平均賃金」方式が支給の公平性が担保できるため良いかと考えます。「平均賃金」方式の場合は、1日当たりの有給手当は「所定労働時間」分よりも金額は少なくなります。
　
※有給休暇の一斉付与については、別途、規定例を考えていきます。
※最近は時間単位の有給制度を導入している企業も増えているため、基本的な考え方と、有給申請・残日数管理方法が確立できればと考えています。
(年次有給休暇の時間単位での付与)　 
第23条 　労働者代表との書面による協定に基づき、前条の年次有給休暇の日数のうち、１年について５日の範囲で次により時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。
（１）時間単位年休付与の対象者は、本規定適用の労働者とする。（パートタイム労働者は除く）
（２）時間単位年休を取得する場合の、１日の年次有給休暇に相当する時間数は、以下のとおりとする。
1 所定労働時間が５　時間を超え６　時間以下の者…６　時間
2 所定労働時間が６　時間を超え７　時間以下の者…７　時間
3 所定労働時間が７　時間を超え８　時間以下の者…８　時間
（３）時間単位年休は１時間単位で付与する。
（４）本条の時間単位年休に支払われる賃金額は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の１時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数を乗じた額とする。
（５）事前申請の無い遅刻・早退を時間単位年休に振り替えることはできない。
（５）上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。
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